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２００１年２月期    決算短信（連結）             ２００１年４月９日 

 
上 場 会 社 名        イオンクレジットサービス株式会社            上場取引所 東証（市場第一部） 
コ ー ド 番 号         ８５７０                                    本社所在都道府県 東京都 
問 合 せ 先        責任者役職名 常務取締役経営管理本部長 
        氏    名 浅井 啓志         ＴＥＬ (０３)５２８１－２０５６ 
決算取締役会開催日 2001 年 4 月 9 日 

親会社名  ジャスコ株式会社（コード番号：8267）               親会社における当社の株式保有比率 50.2％ 

 
１． 2001 年 2 月期の連結業績（2000 年 2 月 21 日～2001 年 2 月 20 日） 
(1)連結経営成績          （記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。） 

 営業収益 営業利益  経常利益  

 
2001 年 2 月期 
2000 年 2 月期 

百万円   ％ 

７１，２３２（１４．２） 

６２，３９０（１６．５） 

百万円   ％ 

１９，９４３（２８．４） 

１５，５３６（３６．１） 

百万円   ％ 

１９，８０２（２７．６） 

１５，５１２（３７．７） 

 

 
当期純利益 

１株当たり
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

株主資本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

営業収益 
経常利益率 

 
2001 年 2 月期 
2000 年 2 月期 

百万円   ％ 

１０，６１３（３９．７） 

  ７，６００（３４．８） 

 円 銭 

223 14 

159 78  

 円 銭 

― ―  

― ―  

％ 

 １７．５ 

 １４．４ 

％ 

  ６．５ 

  ５．８ 

％ 

 ２７．８ 

 ２４．９ 

(注)①持分法投資損益 2001 年 2 月期 △１３７百万円  2000 年 2 月期 ５百万円 
    ②有価証券の評価損益 １，６８０百万円    デリバティブ取引の評価損益 △５４６百万円 
    ③会計処理の方法の変更   有 ・ ○無  
    ④営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

(2)連結財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 
2001 年 2 月期 
2000 年 2 月期 

百万円 

３２７，６１９  

２８１，２６３  

百万円 

６５，２５１  

５６，１０７  

％ 

１９．９ 

１９．９ 

円  銭 

１，３７１ ８２ 

１，１７９ ５７ 

 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による         
キャッシュ･フロー 

投資活動による         
キャッシュ･フロー 

財務活動による         
キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高         

 
2001 年 2 月期 
2000 年 2 月期 

百万円 

△２４，２４２   

― 

百万円 

△５，６２７   

― 

百万円 

３０，１９９   

― 

百万円 

１０，１７４   

９，７８４   

 

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
連結子会社数 ９社  持分法適用非連結子会社数 － 社  持分法適用関連会社数 ２社 

 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結 (新規) １社 (除外)  － 社    持分法 (新規) １社 (除外) － 社 
 
２． 2002 年 2 月期の連結業績予想（2001 年 2 月 21 日～2002 年 2 月 20 日） 

 営 業 収 益 経 常 利 益 当期純利益 

 
中間期 
通  期 

百万円 

３８，５００ 

８１，０００ 

百万円 

１０，０００ 

２３，５００ 

百万円 

４，７００ 

１２，０００ 

(注)営業利益は中間期１０，３００百万円、通期２３，８００百万円を見込んでおります。 

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）２５２円２８銭 
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１．企業集団の状況 
 
  イオンクレジットサービス㈱（以下 当社）の企業集団は、当社及び連結子会社９社並びに関連会社２社で構成され、

当社の親会社であるジャスコ（株）をはじめとするイオングループと一体となり、それぞれの地域においてクレジットカ
ード、個品あっせん、融資、サービサー等の金融サービス事業を主に行っております。その他、コールセンター、保険代
理店事業等の拡大にも努め、各社がお客さまと直結した事業活動を展開しております。 

 

 

  当社グループの事業の種類別とその概要、及び当社グループ各社との関連を以下に図示しております。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 
         
 
 
 
 

 

 
（注）AEON INFORMATION SERVICE (SHENZHEN) CO.,LTD. (持分比率 76.0%)は、会社設立により当連結会計期間から連結子会社となって

おります。また、㈱イオンビスティー(持分比率 28.6%)は、設立出資により持分法適用会社となっております。 

 

親
会
社 

ジ
ャ
ス
コ
㈱ 

親
会
社
の
連
結
子
会
社 

  

ミ
ニ
ス
ト
ッ
プ
㈱
等 

加盟店契約

加盟店契約 

イ 

オ 

ン 

ク 
レ 

ジ 

ッ 

ト 

サ 

ー 

ビ 

ス 

株 

式 

会 

社 

金融サービス事業 

その他の事業 

※AEON INFORMATION SERVICE (SHENZHEN) CO.,LTD. 
                   （中国・シンセン） 

※エー・シー・エス・ファイナンス㈱ 
※エー・シー・エス債権管理回収㈱ 

※AEON CREDIT SERVICE(ASIA)CO.,LTD.       （香港）

※AEON THANA SINSAP(THAILAND)CO.,LTD.  （タイ）

※ACS CAPITAL CORPORATION LTD.      （タイ）

※ACS CREDIT SERVICE(M)SDN.BHD.   （マレーシア）

※AEON CREDIT SERVICE(TAIWAN)CO.,LTD.  （台湾）

※エヌ・シー・エス興産㈱（保険代理店） 
○ ジャスベル㈱ （旅行あっせん） 
○ ㈱イオンビスティー（サービス業） 

その他の事業 

※連結子会社 
○持分法適用関連会社 

（国内） 

（国内） 

（海外） 

（海外） 

お  客  さ  ま 

金融サービス事業 

 
金融サービス事業 
 
 
・クレジットカード 
 
 
 
・個品あっせん 
 
 
 
・融  資 
 
 
 
・サービサー 
 
 
 
 

その他事業 
 
 
・コールセンター 
 
 
 
・保険代理店   
 
 
 
・旅行あっせん 
 
 
 
・サービス 
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２．経 営 方 針 
 
（１）会社の経営の基本方針 

 
当社は『お客さまの未来と信用を活かす生活応援企業』を経営理念とし、以下の基本方針を掲げており

ます。 

   ・お客さま第一 

お客さまの声を大切にし、お客さまの信頼と期待に応え続けます。 

   ・生活に密着した金融サービスの提供 

生活に密着した領域で、金融サービス事業を展開し、お客さまに、より便利で豊かな暮らしを提案

します。 

    ・社会の期待と信頼に応える 

       金融業としてのモラルの絶えざる研鑚、企業倫理の尊重、積極的な社会貢献活動に取り組み、お客

さまからご支持頂ける企業を目指します。 

     ・海外への貢献 

       日本で培った金融サービスノウハウを海外で活かし、現地のお客さまの生活向上に寄与します。 

     ・活力あふれる風土の確立 

       自ら発想、自ら挑戦を原点に、働きがいのある企業風土を確立します。 

（２）会社の利益配分に関する基本方針 
 
当社の利益配分に関する基本方針は、 

① 株主の皆さまへの安定的利益還元の維持 

② 将来の事業拡大や収益向上を目指す上で不可欠な設備投資等を実行するために必要な内部資金の

確保 

の両立を目指しております。 

これを実現するために、財務体質を一層強化するとともに、収益性の向上を図り、経営基盤を盤石なも

のとしてまいります。 

なお、２０００年１０月に東京証券取引所より、５年連続実質増配の上場会社表彰を受賞いたしました。 

（３）会社の対処すべき課題と中長期的な経営戦略 
 
 当社の属するクレジット業界におきましては、クレジットカードを核とした金融サービスの拡大展開

の有望性から、グローバル金融企業や自動車メーカー系をはじめとする異業種の参入が活発化しており

ます。また、｢インフォメーションテクノロジー｣の進展により事業環境も大きく変革しております。 

 このような環境のなか、当社は、これまで培ってまいりましたローコストオペレーション体制を一層

推進させるとともに、イオングループ各社の顧客を組織化するイオンカードの会員拡大、更には外部企

業との提携カードの発行促進に取り組むことにより、この競争に打ち勝ってまいります。また、当社の

特徴であります、アジア各国の現地に根ざした営業展開を更に推進し、クレジット事業を核としたグロ

ーバルに活躍する金融サービス企業を目指し、次の重点実施事項に取り組んでおります。 

 

  ＜中期重点実施事項＞ 

① 営業ネットワークの更なる拡大 

② ＩＴ活用によるローコストオペレーション体制の確立 

③ ｅコマース事業の基盤づくり 

④ 経営体質強化への取り組み 

⑤ アジアネットワークの拡大 

⑥ 国内子会社の育成 

⑦ 社会貢献、環境保全活動の推進 

 
＜中期経営指標目標＞ 

①株主資本利益率（ＲＯＥ）２０％ 

②株主資本比率      ２５％ 
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３．経 営 成 績 
 

（１）当期の概況 
 
  ①決算業績 

 
・当期におきましては、連結各社において、支店の新規開設、自社ＣＤの増設、会員募集、加盟店開発

の強化に積極的に取り組みました。また、コールセンターや審査センターなどの事務処理集中センタ

ーによる業務効率の向上に取り組むとともに、ｅコマース事業への参入や台湾、中国シンセンでの  

事業展開など新たな収益源の育成につきましても積極的に取り組みました。 

 

・その結果、当期の連結決算業績は、営業収益７１,２３２百万円（前期比１４.２％増）、経常利益   

１９,８０２百万円（前期比２７.６％増）、当期純利益１０,６１３百万円（前期比３９.７％増）と会

社設立以来の最高益を更新し、引き続き増収増益を達成することができました。 

 

・これにより、当期における連結株主資本当期純利益率（ＲＯＥ）は、前期の１４．４％から１７．５％

へ、連結営業収益経常利益率は、前期の２４．９％から２７．８％へとそれぞれ改善することができ

ました。 

 

・また、イオンクレジットサービス㈱の単独決算業績は、営業収益５４,４１０百万円（前期比１５.１％

増）、経常利益１５,７３５百万円（前期比２９.７％増）、当期純利益８,９９８百万円（前期比４４.

２％増）となり、連結決算同様に増収増益を達成することができました。 

 

  ②イオンクレジットサービス(株)単独の営業概況 

 

 ＜営業ネットワークの拡大＞ 

・会員募集、加盟店開発を一層促進させるために新たに１２ヶ所の営業所を開設し、全国５２ヶ所の  

営業拠点で地域に密着した営業活動に取り組みました。これにより当期は、１２０万人のカード会員

増と３万４千店の新規加盟店を獲得することができました。 

・また、お客さまに一層お得に、便利にご利用いただけるカードを目指して、これまでジャスコ㈱を   

始めとするイオングループ各社で発行してまいりましたカードを統合し、イオンカードに刷新いたし

ました。 

・更に、自社ＣＤ１５２台の増設を行い、業界トップクラスの１,２７５台のネットワークを築き、会員

さまの利便性の向上を図るとともに、郵便貯金に続き、新たに銀行預金のキャッシュカード引き出し

サービスを開始し、年間１００万件のご利用をいただくことができました。なお、当社会員さまがご

利用できるＣＤ、ＡＴＭ台数は、金融機関との提携拡大により、業界トップの１１万台のネットワー

クに充実させることができました。 

 

＜審査センターの開設＞ 

・ 前期のコールセンターに続き、これまで各支店で行っておりました審査業務を集中して行う審査セン

ターを新たに開設いたしました。これにより、カード申し込み（モバイル端末を利用した直接データ

送信、及びＯＣＲによる自動データ入力）から審査（地域別オートスコアリングシステム）、カード作

成、封入・封緘（カードプロセスセンター）までの業務効率を向上させるとともに、より早くカード

が欲しいというお客さまの声に更にお応えできるようになりました。 

 

＜次世代カードへの対応＞ 

・ 将来の多機能ＩＣカードの発行に向け、郵政事業庁との電子マネー、ＩＣクレジットの実験や国土

交通省とのＥＴＣカードの発行、｢ＴＨＥ ＢＯＤＹ ＳＨＯＰ｣を展開するイオンフォレストとの

ポイント機能付きのＩＣカードの発行、荘内銀行、三重銀行、鳥取銀行とのキャッシュカード一体

型カードの発行など、次世代カードの主力となるアプリケーションの準備を着実に進めることがで

きました。 
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＜ｅコマース事業への参入＞ ｢イオンマーケット｣（http://www.aeonmarket.com） 

・ インターネット上で安全かつ便利にクレジットカードをご利用いただけるペイメントゲートウェイ

「イオンレジ」を開発し、｢イオンマーケット｣、｢ｅＪＵＳＣＯ．Ｃｏｍ｣等への導入を行いました。

また、Ｙａｈｏｏ、楽天、ビッダーズといったオークションサイト上位３社にも採用いただくことが

できました。 

・ 当期に立ち上げました｢イオンマーケット｣では、最短３０分審査で即日振り込みの小口ローンやお申

し込みいただいた翌日にカードをご自宅にお届けする「カード＆ローンマーケット」、主要な損害保

険会社１３社の自動車保険の比較見積もりができる「保険マーケット」、カードのご利用明細や住所

変更などの受付、優待施設のご案内などを提供する「イオンカードネットブランチ」を中心とした  

サービスの充実に取り組みました。お客さまが必要とされているときにカードをお届けするスピード

性を持ったサービスは、大変好評を得ております。 

 

＜携帯電話を活用したサービス＞ 

・ 会員さまの利便性を一層向上させるために取り組んでおります携帯電話によるサービスにつきまし

ては、これまでのｉ-ｍｏｄｅに加えて、新たにＥＺｗｅｂ、Ｊ－ＳＫＹｗｅｂでご利用いただける

ようにいたしました。また、請求額やときめきポイントの照会サービス、キャッシング申し込み受付

に加えて、「イオンマーケット」のネットメンバー申し込み受付や優待施設のご案内といった新たな

機能を追加いたしました。 

 

＜資金調達の多様化＞ 

・ 当社の資金調達方針といたしましては、将来の金利上昇局面に備えて、より安定的で、より低利な資

金調達の実現を目指しております。 

・ 当期におきましては、長期格付け（ＪＣＲ Ａ+、Ｒ＆Ｉ Ａ）を取得し、第１回国内無担保普通社

債を１００億円（期間７年）発行いたしました。また、日本銀行よりコマーシャルペーパー発行適格

企業に認定されるとともに、コマーシャルペーパーの発行枠を５００億円から１，０００億円に増額

することができました。更に、２月には、ボーナス払い債権の流動化を５０億円実施いたしました。 

・ これにより、期末借入金に占める期間１年以上の長期固定借入比率は前期の６０％から７３％に上昇

し、直接調達比率につきましても前期の２３％から２８％へ拡大させることができました。 
 

＜設備投資の状況＞ 

・ 将来の事業拡大に備え、当期はＣＤ１５２台を増設するとともに、営業拠点の拡大、事務集中を行っ

た各センターの充実、ｅコマース事業への投資等に積極的に取り組みました。これらに要した設備投

資資金は、全額自己資金により賄いました。   

 

＜記念配当の実施について＞ 

・当期の株主配当金は、１株につき中間配当金１５円、期末配当金１５円の合わせて３０円を予定して

おりましたが、本年６月に会社創立２０周年を迎えるにあたり、株主の皆さまの日頃よりのご支援に

報いるため、期末配当金につきましては記念配当金１０円を加えて２５円とさせていただく予定であ

ります、これにより通期の配当金は４０円となり、配当性向は、前期の１９.１％から２１.１％へ  

上昇いたします。なお、昨年２月に実施いたしました株式分割１：２を考慮いたしますと年間配当金

は８０円に相当し、前期と比べて実質３０円の増配となります。 
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③ 海外連結子会社の概況 

 

＜香港での事業＞ 

・イオンクレジットサービス（アジア）（AEON CREDIT SERVICE（ASIA）CO.,LTD.）につきましては、    

新たに「香港ネットカード」、「ホンポーレストランカード」などの提携カードを発行するとともに  

既存提携カードの募集強化を行ったことにより、カード会員は１１万人増加し、累計７２万人まで  

拡大することができました。また、１２月には、国際ブランドのアメリカンエキスプレスとの提携に

より｢イオン・アメリカンエキスプレスカード｣を発行し、新たな顧客層の開拓を進めております。  

更に、ｅコマース事業におきましては、インターネット上でのペイメントゲートウェイ「イオンスポ

ット」を開発し、クレジットカード決済や分割払いサービスの受付を開始いたしました。 

・この結果、当期の業績は、営業収益８４６百万香港ﾄﾞﾙ（前期比２.３％増）、当期純利益２１０百万香

港ﾄﾞﾙ（前期比１６.７％増）（円換算２９億５２百万円、１香港ﾄﾞﾙ＝１４.０６円）となり、継続して

増収増益を達成することができました。 

・個人消費の低迷や他社とのサービス競争など、厳しい経営環境が続いておりますが、新たにスタート

いたしましたアメリカンエキスプレスとの提携カードの拡大、ｅコマース事業の展開など第二の成長

ステージが整ってまいりましたので今後一層の業容拡大に取り組んでまいります。 

 

＜タイでの事業＞ 

・イオンタナシンサップ（タイランド）（AEON THANA SINSAP（THAILAND）CO.,LTD.）につきましては、支

店を１５ヶ所増の３１店舗へ、自社ＣＤを５２台増設の６６台へそれぞれ営業ネットワークの拡大を

行いました。 

・また、これまで個品あっせん事業で蓄積してまいりましたお客さま情報をもとに、クレジットカード

会員化をすすめるとともに、４種類の新規提携カードを発行したことにより、カード会員数を期初の

６万人から３０万人に一気に拡大することができました。 

・この結果、当期の業績は、営業収益１，２２６百万ﾀｲﾊﾞｰﾂ（前期比８７.３％増）、当期純利益１５７

百万ﾀｲﾊﾞｰﾂ（前期比１３８.２％増）（円換算４億２３百万円、１ﾀｲﾊﾞｰﾂ＝２.６９円）となり、大幅な

増収増益を達成することができました。 

・なお、１２月には国際ブランドのマスターカードインターナショナルやジェーシービーとの提携を  

実現し、今後一層の会員拡大を行っていく上での準備を完了することができました。 

    

＜マレーシアでの事業＞ 

・エーシーエスクレジットサービス(マレーシア)(ACS CREDIT SERVICE(M)SDN.BHD．)につきましては、

クアラルンプールでの営業活動に加えて、東マレーシア地域のコタキナバル、クチン、西マレーシア

地域のジョホバル、ペナンに支店を開設し、地方都市での営業活動を本格的に開始いたしました。  

これにより、新たな加盟店を７００店舗開発することができ、加盟店ネットワークを１,９００店舗へ

拡大することができました。あわせて、個品あっせん利用者へのＩＤカード発行につきましては２万

７千人増の６万３千人に拡大し、優良顧客の囲い込みを行うことができました。 

・この結果、当期の業績は、営業収益２１,３２０千ﾏﾚｰｼｱﾘﾝｷﾞｯﾄ（前期比５５.０％増）、当期純利益   

９１５千ﾏﾚｰｼｱﾘﾝｷﾞｯﾄ（前期比１８７.０％増）（円換算２６百万円、１ﾏﾚｰｼｱﾘﾝｷﾞｯﾄ＝２８.８６円）と

なり順調に業容の拡大がはかれております。 

     

 ＜台湾での事業＞ 

・イオンクレジットサービス（台湾）（AEON CREDIT SERVICE（TAIWAN）CO.,LTD.）につきましては、    

当期より本格的に営業活動を開始し６００店舗の加盟店を獲得することができました。これにより、

個品あっせん取扱高は日本円で月間１億円を計上することができるようになりました。 

   

 ＜中国・シンセンでの事業＞ 

・６月に設立いたしましたコールセンター事業を行うイオンインフォメーションサービス（シンセン）

（AEON INFORMATION SERVICE（SHENZHEN）CO.,LTD.）につきましては、香港現地法人のテレマーケテ

ィング業務の受託を通じて、設備の拡充とお客さまへの応対サービス強化に取り組んでおり、外部企

業からの業務受託に向け準備をすすめております。 
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④ 国内連結子会社の概況 

 

・エヌ・シー・エス興産（株）（保険代理店事業）は、ダイレクトメールや店舗へのテイクワンスタンド

の設置、インターネットでの自動車保険比較サイトの展開など無店舗販売による事業拡大に取り組む

とともに、家電製品延長保証サービスの拡大に引き続き注力いたしました。 

その結果、当期の業績は、営業収益５４２百万円（前期比５２.８％増）、当期純利益１７０百万円（前

期比９９.８％増）と大きく業績を伸ばすことができました。 

 

・エー・シー・エス債権管理回収（株）（サービサー業）は、通信販売やノンバンクなど外部企業からの

業務受託活動を促進させ、総額で１５０億円の債権回収代行を受託することができました。 

その結果、当期の業績は、営業収益３９５百万円（前期比４０.０％増）、当期純利益５４百万円（前

期比１０４.７％増）となり、大きく業績を伸ばすことができました。 

 

⑤ 当期の連結キャッシュ・フローの状況 

 

＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞ 

     当期は、カード会員の拡大と加盟店、ＣＤネットワークの拡大により、総合あっせん事業並びに融資

事業の取扱高が順調に伸長したことにより、割賦売掛金で１３，７９５百万円、営業貸付金で３０，

２５８百万円それぞれ残高が増加いたしました。また、「税金等調整前当期純利益」は１９，８０２百

万円となりましたので、営業活動のキャッシュ・フローは、２４，２４２百万円の減少となりました。 

 

＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞ 

    当期は、融資事業拡大のための自社ＣＤ増設及びｅコマース事業へのシステム投資、更には、コー

ルセンターや審査センターなどの事務集中センターへの設備投資等を行った結果、投資活動のキャ

ッシュ・フローは、５，６２７百万円の減少となりました。 

 

   ＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞ 

当期は、取扱高が順調に伸長したことによる借入金の増加と国内無担保普通社債の発行により、財

務活動のキャッシュ・フローは、３０，１９９百万円の増加となりました。 

 

＜現金及び現金同等物の連結会計期間末残高＞ 

以上の結果、当期における連結ベースの現金及び現金同等物の残高につきましては、期首の   

９，７８４百万円に比べ３９０百万円増加し、１０，１７４百万円となりました。 

 なお、当期より「連結キャッシュ・フロー計算書」を作成しているため、前期との比較は行ってお

りません。 
 

⑥ 環境保全・社会貢献活動について 

 

・当期の取り組みにつきましては、引き続きカード会員さまと一体となり、日本点字図書館や、国土緑

化推進機構などへの寄付活動に加え、当社従業員による心身障害者施設への寄付や季節行事への参加

などチャリティ活動を積極的に行っております。 

・イオングループ環境財団を通じた環境保全活動では、日中交流の下「万里の長城・森の再生プロジェ

クト」第３回植樹祭を実施し、３年間で３９万本の植樹実績となりました。 

・イオングループ１％クラブを通じた活動では、エコロジーミュージカル「瓶ヶ森の河童」の公演開催

やカンボジアから｢小さな大使｣を招く国際交流などを積極的に行っております。 
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（２）次期の見通し 

会社創立２０周年を迎える２００１年度を更なる飛躍の年とするため、以下の重点実施事項に取り組

んでまいります。 

 

＜２００１年度重点実施事項＞ 

 

① 営業ネットワークの強化 

・ 全国５２ヶ所の営業拠点を活かし、提携先店舗での会員募集を強化し、年間１００万人の会員増に

取り組んでまいります。 

・ 自社ＣＤを２００台増設し、業界トップの１,５００台体制を実現し、郵便貯金引出サービスや規

制緩和が予定されております銀行預金引出サービスなど手数料収入の拡大に取り組んでまいりま

す。 

 

② カスタマーリレーションシップの強化 

・ 毎月のカード請求書、購読者３０万人のカード会員誌「ＭＯＭ」、コールセンターをはじめとする

９００席の事務処理集中センター、インターネット上の「イオンマーケット」を活用し、より一層

のカスタマーリレーションシップの強化に取り組み、会員さまのカード利用の促進につなげてまい

ります。 

 

③ 次世代カードへの対応 

・ クレジット、デビット、ポイント、ＥＴＣ、ＩＤ機能等、ＩＣカードの主要アプリケーションにつ

いての実験を推進し、多機能ＩＣカード発行に向けての準備を着実に行ってまいります。 

 

④ 債権管理センターの開設 

・ お客さまサービスの向上とローコストオペレーション体制を推進するために取り組んでまいりま

したカード作成プロセスセンター、コールセンター、審査センターの集中化に続き、債権管理セン

ター（東西２ヶ所３００席）を開設し、カードの審査、発行、債権回収、問い合わせ応対など一連

のカード関連業務についての集中センター構想を完成させてまいります。 

 

⑤ ｅコマース事業の基盤づくり 

・ インターネット上でのカード決済システム「イオンレジ」を「総合決済サービス」としてパッケー

ジ化することにより、今後利用拡大が見込めるｅコマースでの決済ビジネスに参入してまいります。 

 

⑥ 新人事制度の推進と人材の育成強化 

・ 前期改革いたしました新人事制度を更に推進し、成果・業績主義の徹底と人材の柔軟な抜擢・登用、

パートタイマーからの社員登用などに積極的に取り組んでまいります。 

・ 自社内に研修センターを開設し、お客さま応対サービス教育、専門知識習得教育などに積極的に取

り組み、お客さま、加盟店さまへのサービス強化に結び付けてまいります。 

 

⑦ 直接資金調達の強化 

・ より安定的で低利な資金調達を実現するために、融資債権の流動化などの直接資金調達を更に強化

し、資金調達の多様化を一層進めてまいります。 
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⑧ アジアネットワークの拡大 

・ 香港での事業につきましては、カード会員数１０万人増の８２万人への拡大や自社ＣＤを５０台増

設し３４０台体制の構築を行うとともに、マスターカードインターナショナル、アメリカンエキス

プレスとの提携に続き、ＶＩＳＡカードインターナショナルとの提携カード発行を行い、一層の事

業拡大に取り組んでまいります。 

 

・ タイでの事業につきましては、カード会員数２５万人増の５５万人への拡大に取り組んでまいりま

す。また、新たに支店を１４ヶ所増設し４５支店体制へ、自社ＣＤにつきましても６４台増設の  

１３０台体制にそれぞれ拡大するとともに、タイ証券取引所への株式上場の実現に向けて社内管理

体制の強化に取り組んでまいります。 

 

・ マレーシアでの事業につきましては、新たに支店を１０ヶ所増設し、１５ヶ所体制に拡大し、地方

での営業活動を更に推進してまいります。 

 

・ 台湾での事業につきましては、台北地区を中心に加盟店開発を更に強化してまいります。 

 

・ 中国シンセンでの事業につきましては、コールセンターのオペレーター席を５０席から１００席に

倍増させ、外部企業からの業務受託が実現できるよう体制整備に取り組んでまいります。 

 

⑨ 国内子会社の育成 

・ 保険代理店事業につきましては、自動車保険を中心とした保険の無店舗販売を更に強化するととも

に、保険契約継続率の向上に取り組んでまいります。 

・ サービサー（債権管理回収）事業につきましては、営業拠点の拡大、債権管理回収システムの強化

を通じて、一層の外部企業からの業務受託拡大に取り組んでまいります。 

 

⑩ 社会貢献・環境保全活動の推進 

・ 会員さまと一体となった寄付活動、従業員による福祉施設へのボランティア、障害を持った方々で

業務運営をしているビジネスサポートセンターの育成に取り組むとともに、イオングループ１％ク

ラブ、イオングループ環境財団を通した活動についても着実に取り組んでまいります。 

 

⑪ 新会計基準への対応 

・ 来期から適用となる退職給付会計や金融商品会計などの新会計基準については、退職給付債務に   

係る会計基準変更時差異を一括費用処理する等の積極的な対応をしてまいります。 

 

 

  

・次期の連結業績の見通しにつきましては、営業収益８１０億円（前期比１３.７％増）、経常利益 

２３５億円（前期比１８.７％増）、当期純利益１２０億円（前期比１３.１％増）を見込んでおります。 

 

・ また、次期の単独業績の見通しにつきましては、営業収益６１５億円（前期比１３.０％増）、経常利

益１８９億円（前期比２０.１％増）、当期純利益１０２億円（前期比１３.４％増）と連結業績、単独

業績共に増収増益を見込んでおり、会社設立以来の最高益を達成してまいります。 
 

尚、次期の配当金につきましては、１株につき中間配当金２０円、期末配当金２０円の合わせて年間配

当金４０円を全額普通配当として予定しております。 
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連 結 貸 借 対 照 表 
   （単位 百万円）   

当連結会計年度末 前連結会計年度末 
（2001 年 2 月 20 日現在） （2000 年 2 月 20 日現在） 

期別 

科目 金  額 構成比 金  額 構成比 

増減金額 前期比 

（資 産 の 部）  ％  ％  ％ 

流 動 資 産 ３１３，９３６ 95.8 ２７０，０６２ 96.0 ４３，８７３ 116.3 

現 金 及 び 預 金  １２，２２２  １１，２１５  １，００６  

割 賦 売 掛 金 ８７，０１７   ７４，５８１   １２，４３５   

営 業 貸 付 金 ２１１，４０４   １８４，３８８   ２７，０１６   

前 渡 金 ２，４８２   ６４８   １，８３３   

前 払 費 用 ３７４   ７７８   △４０４   

繰 延 税 金 資 産 ２，６５１   ８７５   １，７７５   

未 収 入 金 １，４３９   ８９３   ５４６   

未 収 収 益 ３，４０４   ２，７８６   ６１８   

そ の 他 １１９   ２３   ９６   

貸 倒 引 当 金 △７，１７８   △６，１２７   △１，０５１   

固 定 資 産 １３，６０９  4.2 １０，５９２  3.8 ３，０１７  128.5 

 有 形 固 定 資 産 ５，４３７  1.7 ４，３８６  1.6 １，０５０  124.0 

建 物 ３６８   ２６３   １０４   

車 両 運 搬 具 １９７   １９１   ５   

器 具 備 品 ４，８７１   ３，９３１   ９４０   

 無 形 固 定 資 産 ２，８９８  0.9 ９７  0.0 ２，８００  2966.5 

 ソ フ ト ウ ェ ア ２，７９７  ―    ２，７９７    

電 話 加 入 権 １００   ９７   ３   

投資その他の資産 ５，２７３  1.6 ６，１０７  2.2 △８３４  86.3 

投 資 有 価 証 券 ２，９３９   ２，８９２   ４７   

長 期 前 払 費 用 ８７   １，５３６   △１，４４９   

繰 延 税 金 資 産 ２６５   ７６   １８９   

差 入 保 証 金 １，７８２   １，４８９   ２９２   

そ の 他 １９８   １１３   ８５   

為替換算調整勘定 ７３  0.0 ６０９  0.2 △５３５ 12.2 

資 産 合 計 ３２７，６１９  100.0 ２８１，２６３  100.0 ４６，３５５  116.5 
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  （単位 百万円）   

当連結会計年度末 前連結会計年度末 
（2001 年 2 月 20 日現在） （2000 年 2 月 20 日現在） 

期別 

科目 金  額 構成比 金  額 構成比 

増減金額 前期比 

（負 債 の 部）  ％  ％  ％ 

流 動 負 債  １０７，６５３ 32.9 １１８，６６０ 42.2 △１１，００６ 90.7 

買 掛 金 ２９，７５６  ２８，０２８  １，７２７  

短 期 借 入 金 １９，２９３  ２９，１８４  △９，８９１  

1 年以内返済予定の長期借入金 ２０，６２４  ２５，７９４  △５，１６９  

コマーシャルペーパー ２５，０００  ２４，０００  １，０００  

未 払 金 ２，３９４  ２，３５０  ４３  

未 払 法 人 税 等 ６，１９７  ３，５６３  ２，６３４  

未 払 費 用 １，６１０  １，３３２  ２７８  

割 賦 繰 延 利 益 １，０６７  １，０６４  ３  

前 受 収 益 ３４１  ３２１  １９  

預 り 金 ７７２  ２，１５９  △１，３８７  

賞 与 引 当 金 １３５  １３２  ２  

そ の 他 ４５９  ７２７  △２６７  

固 定 負 債 １４７，７３４ 45.1 １００，９２９ 35.9 ４６，８０５ 146.4 

 社 債 １０，０００  ―  １０，０００  

長 期 借 入 金 １３７，４３８  １００，５９１  ３６，８４６  

繰 延 税 金 負 債 ５４  ０  ５３  

退職給与引当金 ７３  ６６  ７  

役員退職慰労引当金 １２０  １３７  △１７  

連 結 調 整 勘 定 ４７  １３３  △８５  

負 債 合 計 ２５５，３８８ 78.0 ２１９，５８９ 78.1 ３５，７９９ 116.3 

少 数 株 主 持 分   ６，９７８ 2.1 ５，５６７ 2.0 １，４１１ 125.4 

（資 本 の 部）       

資 本 金 １５，４６６ 4.7 １５，４６６ 5.5 ―  

資 本 準 備 金 １７，０４６ 5.2 １７，０４６ 6.0 ―  

連 結 剰 余 金 ３２，７３９ 10.0 ２３，５９４ 8.4 ９，１４４  

自 己 株 式 △１ △0.0 △０ △0.0 △０  

資 本 合 計 ６５，２５１ 19.9 ５６，１０７ 19.9 ９，１４４ 116.3 

負債、少数株主持分 

及 び 資 本 合 計 
３２７，６１９ 100.0 ２８１，２６３ 100.0 ４６，３５５ 116.5 

 

１株当たり株主資本 １,３７１円８２銭 １,１７９円５７銭 １９２円２５銭 増 
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連 結 損 益 計 算 書 
（単位 百万円）    

当連結会計年度 前連結会計年度 

自 2000 年 2 月 21 日 自 1999 年 2 月 21 日 

至 2001 年 2 月 20 日 至 2000 年 2 月 20 日 増減金額 前期比 

期別 
 
 
科目 金額 百分比 金額 百分比   

  ％  ％  ％ 

営 業 収 益 ７１，２３２ 100.0 ６２，３９０ 100.0 ８，８４２ 114.2 

総 合 あ っ せ ん 収 益 １２，０６５  １０，６５９  １，４０６  

個 品 あ っ せ ん 収 益 ３，１４９  ２，１３０  １，０１８  

融 資 収 益 ４９，４０８  ４３，５１４  ５，８９３  

融 資 代 行 収 益 ３，０６９  ２，５２４  ５４４  

償 却 債 権 回 収 益  ８５５  ４０４  ４５０  

そ の 他 の 収 益 ２，４１９  ２，９５７  △５３８  

金 融 収 益 ２６５  １９８  ６６  

営 業 費 用 ５１，２８９ 72.0 ４６，８５３ 75.1 ４，４３５ 109.5 

販売費及び一般管理費 ４４，８９０  ４１，１９１  ３，６９９  

金 融 費 用 ６，３９８  ５，６６２  ７３６  

営 業 利 益 １９，９４３ 28.0 １５，５３６ 24.9 ４，４０６ 128.4 

営 業 外 収益 ２１６ 0.3 １８６ 0.3 ２９ 116.0 

受 取 配 当 金 ５０  ５９  △９  

連結調整勘定償却額 ８１  １０５  △２３  

持分法による投資利益 ―  ５  △５  

有 価 証 券 売 却 益     ４６  ―   ４６   

雑       益 ３８  １６  ２２  

営 業 外 費用 ３５７ 0.5 ２１０ 0.3 １４７ 170.1 

新 株 発 行 費 ―  ４  △４  

投資有価証券評価損 ９７  １８  ７９  

持分法による投資損失 １３７  ―  １３７  

関係会社株式売却損 ４７  ―  ４７  

雑       損 ７５  １８７  △１１２  

経 常 利 益 １９，８０２ 27.8 １５，５１２ 24.9 ４，２８９ 127.6 

特 別 利 益 ― ― ７５ 0.1 △７５ ― 

投資有価証券売却益 ―  ７５  △７５  

特 別 損 失 ―  ― ５２ 0.1 △５２ ― 

固 定 資 産 除 却 損 ―   ５２  △５２  

税金等調整前当期純利益 １９，８０２ 27.8 １５，５３６ 24.9 ４，２６５ 127.5 

法人税、住民税及び事業税 ９，５１４ 13.4 ６，４０９ 10.3 ３，１０４  

法 人 税 等 調 整 額 △１，９１５ △2.7 １４２ 0.2 △２，０５８  

少 数 株 主 利 益（控除） １，５８９ 2.2 １，３８３ 2.2 ２０５  

当 期 純 利 益 １０，６１３ 14.9 ７，６００ 12.2 ３，０１３ 139.7 

 

１株当たり当期純利益 ２２３円１４銭 １５９円７８銭 ６３円３６銭 増 
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連 結 剰 余 金 計 算 書 
（単位 百万円）    

当連結会計年度  

自 2000 年 2 月 21 日 増減金額 

期別 

科目 至 2001 年 2 月 20 日 

前連結会計年度 

自 1999 年 2 月 21 日 

至 2000 年 2 月 20 日  

Ⅰ．連結剰余金期首残高 ２３，５９４ １６，８３８ ６，７５５ 

Ⅱ．連結剰余金減少高    

 １．配当金 １，４２６ ７９９ ６２７ 

 ２．役員賞与金 ４１ ４４ △３ 

Ⅲ．当期純利益 １０，６１３ ７，６００ ３，０１３ 

Ⅳ．連結剰余金期末残高 ３２，７３９ ２３，５９４ ９，１４４ 
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連結キャッシュ・フロー計算書 

              （単位 百万円） 
 当連結会計年度  
 自 2000 年 2 月 21 日  
 至 2001 年 2 月 20 日  

                 期 別 
 
 
科 目  金    額  
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ･フロー    
   税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  １９，８０２  
   減 価 償 却 費    ２，３２５  
   連 結 調 整 勘 定 償 却 額       △８１  
   貸 倒 引 当 金 の 増 加 額      ７，０９９  
   受 取 配 当 金  △５０  
   有 価 証 券 売 却 益  △４６  
   持 分 法 投 資 損 失  １３７  
   関 係 会 社 株 式 売 却 損  ４７  
   社 債 発 行 費 償 却  ６６  
   割 賦 売 掛 金 の 増 加 額   △１３，７９５  
   営 業 貸 付 金 の 増 加 額  △３０，２５８  
   そ の 他 の 流 動 資 産 の 増 加額  △３，１１６  
   買 掛 金 の 増 加 額    １，７１０  
   そ の 他 の 流 動 負 債 の 減 少額  △１，４８３  
   役 員 賞 与 の 支 払  △４１  
   そ の 他      ２７５  

小   計  △１７，４０９  
   配 当 金 の 受 取 額       ５３  
   法 人 税 等 の 支 払 額   △６，８８５  
   営業活動によるキャッシュ･フロー  △２４，２４２  
    
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    
   有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入  ５０  
   定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出  △１，９３８  
   定 期 預 金 の 払 出 に よ る 収 入  １，４１２  
   有形固定資産の取得による支出   △２，６２８  
   有形固定資産の売却による収入  ２  
   無形固定資産の取得による支出      △１，８９３  
   無形固定資産の売却による収入  ３  
   投資有価証券の取得による支出      △２９１  
   投資有価証券の売却による収入  ９４  
   その他固定資産の取得による支出  △６５８  
   その他固定資産の売却による支出     ２１８  
   投資活動によるキャッシュ・フロー  △５，６２７  
    
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    
   短 期 借 入 金 の 純 減 少 額  △９，７３４  
   コマーシャルペーパーの純増加額   １，０００  
   長 期 借 入 れ に よ る 収 入   ５７，４７９  
   長期借入金の返済による支出   △２６，７３４  
   社 債 の 発 行 に よ る 収 入   ９，９３３  
   自 己 株 式 の 増 加 額       △０  
   配 当 金 の 支 払 額 
   少数株主への配当金の支払額 

 
 

   △１，４２６ 
   △３１６ 

 
 

   財務活動によるキャッシュ・フロー   ３０，１９９  
    
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額     ５９  
Ⅴ 現 金 及 び 現 金 同 等 物の 期 中 増 加額      ３９０  
Ⅵ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残高    ９，７８４  
Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高   １０，１７４  
    

    （注）連結キャッシュ・フロー計算書は当連結会計期間から作成しているため、前連結 
会計年度との比較は行っておりません。 
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＜連結財務諸表作成のための基本となる事項＞ 
 

１．連結の範囲に関する事項 

  すべての子会社を連結しており、その内容は次のとおりであります。 

  連結子会社   ９社 

  会 社 名   ｴﾇ･ｼｰ･ｴｽ興産㈱、ｴｰ･ｼｰ･ｴｽ･ﾌｧｲﾅﾝｽ㈱、ｴｰ･ｼｰ･ｴｽ債権管理回収㈱、 

 AEON CREDIT SERVICE（ASIA）CO.,LTD.、AEON THANA SINSAP（THAILAND）CO.,LTD. 

 ACS CAPITAL CORPORATION LTD.、ACS CREDIT SERVICE（M）SDN.BHD. 

 AEON CREDIT SERVICE（TAIWAN）CO.,LTD.、AEON INFORMATION SERVICE（SHENZHEN）CO.,LTD. 

 

  なお、当連結会計年度に設立した AEON  INFORMATION  SERVICE（SHENZHEN）CO.,LTD.を新たに連結子会社としており

ます。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

  すべての関連会社に持分法を適用しており、その内容は次のとおりであります。 

  関 連 会 社   ２社 

  会 社 名  ジャスベル㈱ 

         ㈱イオンビスティー 

  なお、㈱イオンビスティーは株式取得により当連結会計年度より持分法適用関連会社となっております。 

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

  連結子会社のうち 8 社は決算日と連結決算日は一致しております。 

  なお、AEON INFORMATION SERVICE（SHENZHEN）CO.,LTD.の決算日は 12 月 31 日でありますが、連結財務諸表作成にあ

たっては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しております。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

 

(１)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①取引所の相場のある有価証券 

移動平均法による低価法（洗替え方式）によっております。 

②その他の有価証券 

移動平均法による原価法によっております。 

 

(２)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   有形固定資産 

経済的耐用年数に基づく定額法によっております。 

主な資産の経済的耐用年数として当社では、次の年数を採用しております。なお、括弧内は法人税法に定める耐

用年数であります。 ［器具備品］ ＣＤ機  ４年（５年） 
    無形固定資産（自社利用のソフトウェア） 

社内における利用可能期間（5 年以内）に基づく定額法によっております。 
  
  （追加情報） 

    前連結会計年度まで投資その他の資産の「長期前払費用」に計上しておりました自社利用のソフトウェアについ

ては、「研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第

12 号 平成 11 年 3 月 31 日）における経過措置の適用により、従来の会計処理を継続して採用しております。 

    ただし、同報告により上記に係るソフトウェアの表示については、投資その他の資産の「長期前払費用」から無

形固定資産の「ソフトウェア」に変更し、減価償却の方法については、社内における利用可能期間（５年以内）

に基づく定額法によっております。 

    なお、当連結会計年度に発生した自社利用のソフトウェアについては、「研究開発費等に係る会計基準」（企業会

計審議会 平成 10 年 3 月 13 日）に基づき、無形固定資産に「ソフトウェア」として計上し、上記方法により償

却を行っております。 
 
（３）繰延資産の処理方法 
    社債発行費 

支出時に全額費用として処理しております。 
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（４）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

営業債権等の貸倒れによる損失に備え、過去の貸倒実績率等を勘案した当社及び当社グループ各社の定める一定 

の基準により算出した必要額を計上しております。 

②賞与引当金 

    従業員に対する賞与に備え、支給見込額のうち当連結会計年度に対応する負担額を計上しております。 

③退職給与引当金の計上基準 

    当社は、勤続10 年未満の従業員に対する退職一時金に備え、連結会計期間末に在籍する従業員に対する連結事業

年度繰入見積額（自己都合の期末要支給額の100%）を計上しております。 

なお、勤続10 年以上の従業員に対する退職一時金及び年金については、イオングループ厚生年金基金（調整年金

基金）から支給しております。 

④役員退職慰労引当金の計上基準 

    当社は、役員に対する退職慰労金の支給に備え、内規に基づく期末繰入見積額を計上しております。 

 

(５)重要なリース取引の処理方法 

    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

(６)その他の連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

     消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

     ただし、資産に係る控除対象外消費税等は、長期前払消費税等として投資その他の資産の「その他」に計上し、

法人税法の規定に定める期間で償却しております。 

 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

   連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

 

６．連結調整勘定に関する事項 

   連結調整勘定の償却については、５年間の均等償却を行っております。 

   なお、少額な金額は発生時に一括償却しております。 

 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

   連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について当連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成しており

ます。 

 

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から 3 ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資であります。 
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＜注 記 事 項＞ 
 

（連結対照表関係） 

 

１．割賦売掛金                                   （単位 百万円） 

 当連結会計年度末 前連結会計年度末 増 減 金 額 

総 合 あ っ せ ん ７２，０１４   ６４，９４８  ７，０６５  

個 品 あ っ せ ん １５，００２   ９，６３３  ５，３６９  

合 計 
８７，０１７   

（２，７２０） 

７４，５８１  

（４，６１６） 

１２，４３５  

（△１，８９５） 

（注）（  ）書きは割賦売掛金に含まれている債権流動化に伴い当社が保有した信託受益権であります。 

 

 

２．割賦繰延利益                                 （単位 百万円） 

 当連結会計年度末 前連結会計年度末 増 減 金 額 

総 合 あ っ せ ん ９６９   １，０２７  △５７  

個 品 あ っ せ ん ９７   ３７  ６０  

合 計 １，０６７  １，０６４  ３  

 

３．有形固定資産の減価償却累計額                          （単位 百万円） 

 
当連結会計年度末 前連結会計年度末 増 減 金 額 

減 価 償 却 累 計 額 ７，１１２   ５，４４６   １，６６５   

 

４．担保提供及び担保付債務                              

担保に供している資産は次のとおりであります。                  （単位 百万円） 

 当連結会計年度末 前連結会計年度末 増 減 金 額 

現 金 及 び 預 金 １，４９５   １，４３１   ６４   

割賦売掛金及び営業貸付金 １３，６１２   ―   １３，６１２  

合 計 １５，１０８  １，４３１  １３，６７７  

 

担保付債務は次のとおりであります。                       （単位 百万円） 

 
当連結会計年度末 前連結会計年度末 増 減 金 額 

短 期 借 入 金 １，９３４   ―   １，９３４   

長 期 借 入 金 ７，７０６   ７，６８９  １６  

合 計 ９，６４０  ７，６８９  １，９５０  

 

上記の他、営業取引の保証として以下の資産を担保に供しております。        （単位 百万円） 

 
当連結会計年度末 前連結会計年度末 増 減 金 額 

現 金 及 び 預 金 ５５２   ―   ５５２   
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（連結損益計算書関係） 
 

１．部門別取扱高 

当連結会計年度 前連結会計年度     期別 

科目 金額 構成比 金額 構成比 
増減 前期比 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

総合あっせん ５１５，８４２ 49.7 ４４６，０２０ 49.9 ６９，８２２ 115.7 

個品あっせん ２８，０２８ 2.7 １９，０８０ 2.1 ８，９４７ 146.9 

融 資 ２７８，０９１ 26.8 ２３６，８２６ 26.5 ４１，２６４ 117.4 

融 資 代 行 ２１１，９９３ 20.4 １８５，３９６ 20.7 ２６，５９６ 114.3 

そ の 他 ３，６７１ 0.4 ６，６３６ 0.8 △２，９６５ 55.3 

合  計 １，０３７，６２６ 100.0 ８９３，９６１ 100.0 １４３，６６５ 116.1 

 （注）従来、「その他」に含めておりました集金代行については、当連結会計年度より取扱高に表示しない 

    ことにいたしました。なお、当該金額は前連結会計事業年度で4,017 百万円であります。 

 

２．販売費及び一般管理費                               

  販売費及び一般管理費のうち主要な費目は次のとおりであります。          （単位 百万円） 

当連結会計年度 前連結会計年度  

自 2000 年 2 月 21 日 自 1999 年 2 月 21 日 増減金額 
 

至 2001 年 2 月 20 日 至 2000 年 2 月 20 日  

広告・販売促進費 ４，２００ ３，９５０ ２４９ 

貸倒損失 ２，４６６ ２，６４４ △１７８ 

貸倒引当金繰入額 ７，０９９ ６，１２７ ９７２ 

役員報酬 １３７ １２６ １１ 

従業員給与・賞与 ７，６００ ６，６４６ ９５４ 

福利厚生費 １，７０４ １，５２６ １７７ 

賞与引当金繰入額 １３５ １３２ ２ 

退職給与引当金繰入額 １３ １１ ２ 

役員退職慰労引当金繰入額 ２８ ２７ １ 

通信交通費 ４，６７１ ４，２６０ ４１０ 

租税公課 １，１６６ ９２７ ２３９ 

賃借料 ２，３２１ １，９５８ ３６２ 

ＣＤ運営費 １，７５５ １，４５７ ２９７ 

支払手数料 ４，２１７ ３，３７２ ８４４ 

減価償却費 ２，３２５ １，６１７ ７０７ 

システム運用費 ８３３ １，１００ △２６６ 

その他 ４，２０９ ５，３０１ △１，０９２ 

合   計 ４４，８９０ ４１，１９１ ３，６９９ 

 

（連結キャッシュ・フロー関係） 
当連結会計年度（2000 年 2 月 21 日から 2001 年 2 月 20 日） 

 

 現金及び現金同等物の連結会計期間末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  現金及び預金                         １２，２２２百万円   

  預入期間が3 ヶ月超及び担保に供している定期預金        △２，０４７百万円 

   現金及び現金同等物                     １０，１７４百万円 

 

前連結会計年度（1999 年 2 月 21 日から 2000 年 2 月 20 日） 

 

 現金及び現金同等物の前連結会計年度末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  現金及び預金                         １１，２１５百万円 

  預入期間が3 ヶ月超及び担保に供している定期預金        △１，４３１百万円 

   現金及び現金同等物                        ９，７８４百万円 
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 （税効果会計関係） 

 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 

 当連結会計年度末 前連結会計年度末 

(1)流動の部   

 繰延税金資産   

  未払事業税 ５２６百万円 ２９８百万円 

  貸倒損失 

貸倒引当金 

９５６百万円 

２２３百万円 

 ４２百万円 

３６１百万円 

  広告宣伝費  ８９百万円  ７４百万円 

  割賦繰延利益 

  未収収益 

７５２百万円 

  ７６百万円 

 ５３百万円 

  ２５百万円 

  その他    ２６百万円  １９百万円 

  繰延税金資産合計 ２，６５１百万円 ８７５百万円 

(2)固定の部   

 繰延税金資産   

  役員退職慰労引当金  ５０百万円  ５７百万円 

  一括償却資産  ２５百万円  ２６百万円 

  退職給与引当金  ２２百万円  １８百万円 

  減価償却費 

長期前払費用 

  －百万円 

２３４百万円 

  ４百万円 

    －百万円 

  その他  ５６百万円  ７２百万円 

  繰延税金資産小計 ３８９百万円 １７９百万円 

  評価性引当額 △２７百万円 △２７百万円 

  繰延税金資産合計 ３６１百万円 １５２百万円 

繰延税金負債との相殺

繰延税金資産の純額 
△９６百万円 

２６５百万円 

 

△７５百万円 

 ７６百万円 

 

 繰延税金負債 

  

  在外子会社等の一時差異 

特別償却準備金 

 ５３百万円 

   ２百万円 

  －百万円 

  ０百万円 

  繰延税金負債合計 

繰延税金資産との相殺 

 ５５百万円 

 △１百万円 

  ０百万円 

 △０百万円 

  繰延税金負債の純額  ５４百万円   ０百万円 

   

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因 

                     当連結会計年度         前連結会計年度 

法定実効税率 ４１．８％       ４７．５％ 

（調  整） 

 

  

受取配当金等の一時差異でない項目 ０．１％       △０．０％ 

外国税額控除 △０．２％       △０．２％ 

住民税均等割額   ０．３％         ０．３％ 

税率変更に伴う影響額（47.5％から 41.8％）  ―％        ０．８％ 

在外連結子会社に係る税率差異     △５．２％ △７．１％ 

その他  １．６％        ０．９％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ３８．４％       ４２．２％ 
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リ ー ス 取 引 関 係 
（単位 百万円）     

当連結会計年度 前連結会計年度 

自 2000 年 2 月 21 日 自 1999 年 2 月 21 日 

           期別 

 

項目 至 2001 年 2 月 20 日 至 2000 年 2 月 20 日 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引 

①リース物件の取得価額相当 

額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

 

 

 

 

 

 

 

 

②未経過リース料期末残高相当額 

 

 

 

 

 

 

③支払リース料及び減価償却費相当額 

 

 

④減価償却費相当額の算定方法 

 

 

オペレーティング・リース取引 

 借主側 

 未経過リース料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 器具備品 

取得価額相当額 ４  

減価償却累計額相当額 ４  

期末残高相当額 ０  

なお、取得価額相当額は、有形固定

資産の期末残高等に占めるその割合

が低いため、支払利子込み法によっ

ております。 

 

 

１年以内      ０ 

１ 年 超      － 

合 計       ０ 

なお、未経過リース料期末残高相当

額は、有形固定資産の期末残高等に

占めるその割合が低いため、支払利

子込み法によっております。 

 

支 払 リ ー ス 料    ０ 

減価償却費相当額   ０ 

   

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

 

 

１年以内       ２５ 

１年超            ４４ 

合計        ６６ 

 

 

 

 

 

 器具備品 

取得価額相当額 ４  

減価償却累計額相当額 ３  

期末残高相当額 １  

なお、取得価額相当額は、有形固定

資産の期末残高等に占めるその割合

が低いため、支払利子込み法によっ

ております。 

 

 

１年以内      ０ 

１ 年 超      ０ 

合 計       １ 

なお、未経過リース料期末残高相当

額は、有形固定資産の期末残高等に

占めるその割合が低いため、支払利

子込み法によっております。 

 

支 払 リ ー ス 料    ０  

減価償却費相当額   ０ 

 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 
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セ グ メ ン ト 情 報 
 
１．事業の種類別セグメント情報 
  前連結会計年度（1999 年 2 月 21 日～2000 年 2 月 20 日） 
   事業の種類として、クレジットカード、個品あっせん、融資、サービサー等を核とした「金融サービス事業」と 

保険代理店等の「その他の事業」に区分しております。 
   当該連結会計年度においては、全セグメントの営業収益の合計及び営業利益の金額に占める「金融サービス事業」

の割合がいずれも 90%以上を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 
  
  当連結会計年度（2000 年 2 月 21 日～2001 年 2 月 20 日） 
   事業の種類として、クレジットカード、個品あっせん、融資、サービサー等を核とした「金融サービス事業」と 

保険代理店、コールセンター等の「その他の事業」に区分しております。 
   当該連結会計年度においては、全セグメントの営業収益の合計及び営業利益の金額に占める「金融サービス事業」

の割合がいずれも 90%以上を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 
 
２．所在地別セグメント情報  
                                         （単位 百万円）    

前連結会計年度 
自 1999 年 2 月 21 日 
至 2000 年 2 月 20 日 

 

国内 在外 計 消去又は全社 連結 

Ⅰ．営 業 損 益      
  営 業 収 益      
(1)外部顧客に対する 
  営 業 収 益   

４７，９７１ １４，４１８ ６２，３９０         ―   ６２，３９０ 

(2)セグメント間の内部 
  営業収益又は振替高   

１２３ １５ １３８ （ １３８） ― 

計 ４８，０９５ １４，４３３ ６２，５２８ （ １３８） ６２，３９０ 
営 業 費 用 ３５，９７８ １１，０４４ ４７，０２３ （ １６９） ４６，８５３ 

営 業 利 益 １２，１１６ ３，３８９ １５，５０５     ３０ １５，５３６ 

Ⅱ  資   産  ２３１，１９７ ５３，１６４ ２８４，３６１ （３，０９７） ２８１，２６３ 

  
                                         （単位 百万円）    

当連結会計年度 
自 2000 年 2 月 21 日 
至 2001 年 2 月 20 日 

 

国内 在外 計 消去又は全社 連結 

Ⅰ．営 業 損 益      
  営 業 収 益      
(1)外部顧客に対する 
  営 業 収 益   

５５，５１４ １５，７１８ ７１，２３２ ― ７１，２３２ 

(2)セグメント間の内部 
  営業収益又は振替高   

― ９ ９ （  ９） ― 

計 ５５，５１４ １５，７２７ ７１，２４１ （  ９） ７１，２３２ 
営 業 費 用 ３９，５９７ １１，７０１ ５１，２９８ （  ９） ５１，２８９ 

営 業 利 益 １５，９１７ ４，０２５ １９，９４３   （  －） １９，９４３ 

Ⅱ  資   産  ２６４，８８０ ６４，３９５ ３２９，２７５ （１，６５６） ３２７，６１９ 

 

３．海外営業収益 
                                          （単位 百万円）      

当連結会計年度   
 自 2000 年 2 月 21 日  

至 2001 年 2 月 20 日  前連結会計年度   
 自 1999 年 2 月 21 日  

至 2000 年 2 月 20 日  

海外営業収益 連結営業収益 
海外営業収益の 
連結営業収益に 
占 め る 割 合 

海外営業収益 連結営業収益 
海外営業収益の 
連結営業収益に 
占 め る 割 合 

１５，７１８ ７１，２３２ ２２．１％ １４，４１８ ６２，３９０ ２３．１％ 

（注）海外営業収益は、連結子会社の本邦以外の国又は地域における営業収益の合計額であります。 
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有 価 証 券 の 時 価 等 
 

（単位 百万円）        

当連結会計年度末 

（2001 年 2 月 20 日現在） 

  

連結貸借対照表計上額 時   価 評 価 損 益 

流動資産に属するもの       
株   式     ―   ―   ―   
債   券     ―   ―   ―   
そ の 他     ―   ―   ―   

小   計     ―   ―   ―   

固定資産に属するもの       
株   式     ２，５０２  ４，１８２  １，６８０  
債   券     ―   ―   ―   
そ の 他     ―   ―   ―   

小   計     ２，５０２  ４，１８２  １，６８０  

合   計     ２，５０２  ４，１８２  １，６８０  

（注）１．時価（時価相当額を含む）の算定方法 

    ①上場有価証券・・・・・主に東京証券取引所の最終価格によっております。 

    ②店頭売買有価証券・・・日本証券業協会が公表する売買価格によっております。 

 

   ２．開示の対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額 

     （固定資産） 

      店頭売買株式を除く非上場株式     ４３７百万円 

 

※前連結会計年度末についての連結ベースでの「有価証券の時価等」は作成しておりませんが、当社単独の前期末 

の「有価証券の時価等」は個別財務諸表における注記事項として記載しております。（34 頁参照） 
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デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益 
 

取引の時価等に関する事項 

 

（１）金利関連 

（単位 百万円）               

当連結会計年度末 

（2001 年 2 月 20 日現在） 

契約額等  

 

 うち１年超 
時  価 評価損益 

以
外
の
取
引 

市
場
取
引 

 

金利スワップ取引 

支払固定・受取変動 

金利キャップ取引 

買      建 

 

 

4,017  

 

55,945  

  （456） 

 

 

3,273  

 

51,201  

(436) 

 

 

△ 110  

 

  

7  

 

 

△ 110  

 

 

△ 448  

合   計 
59,963  

    （456） 

54,475  

(436) 
△ 103  △ 559  

 

 

（注）１．（ ）内は、キャップ料の貸借対照表計上額であります。 

２．時価は、契約を締結している金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 

   

（２）通貨関連 

（単位 百万円）               

当連結会計年度末 

（2001 年 2 月 20 日現在） 

契約額等  

  うち１年超 
時  価 評価損益 

以
外
の
取
引 

市
場
取
引 

 

通貨スワップ 

受取円・支払香港ﾄﾞﾙ 

 

 

 

1,380  

 

 

 

971  

 

  

13  

 

 

13  

合   計 1,380  971  13  13  

 

 

（注）時価は、契約を締結している金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 

 

なお、当社グループは、金利変動リスク及び為替変動リスクをヘッジするためにデリバティブ取引を利用しており、 

トレーディング目的や投機目的のデリバティブ取引は行っておりません。 

 

 

※前連結事業年度末の連結ベースでの「デリバティブ取引」は作成しておりませんが、当社単独の前期末の「デリ 

バティブ取引」は個別財務諸表における注記事項として記載しております。（35 頁参照） 
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関 連 当 事 者 と の 取 引 
 
１．親会社及び法人主要株主等                                                          （単位 百万円） 

関係内容 

属性 会社等の名称 住所 資本金 事業の内容 
議決権等の

被所有割合 
役員の 

兼務等 

事業上 

の関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

総合あっせん収益 

個品あっせん収益 

そ の 他 収 益 

 

諸経費の支払 

4,452 

10 

193 

 

418 

買掛金 

 

未収入金 

 

未払金 

未払費用 

18,234 

 

56 

 

151 

25 

親会社 ジャスコ㈱ 
東 京 都 

千代田区 
49,035 

総 合 

小売業 

直接 44.24% 

間接 5.96% 

転籍 

8人 

兼任 

2人 

加盟店契

約及び事

務所等の

賃借等 

 

事務所等保証金 52 差入保証金 372 

（注）1.取引金額等には消費税等は含まれておりません。 

    2.取引条件の決定については、一般取引条件と同様に決定しております。 

      3.「議決権等の被所有割合」の間接所有の割合は親会社の子会社によるもので、その内容は次のとおりであります。 

    マックスバリュ西日本㈱（1.69%）、ミニストップ㈱（1.46%）、東海ウエルマート㈱（0.84%）、㈱コックス（0.80%）、㈱ニューステップ（0.49%）、

マックスバリュ東北㈱（0.32%）、㈱ツヴァイ（0.24%）、㈱ブルーグラス（0.08%）、ジャスフォート㈱（0.03%） 

 

 

２．兄弟会社等                                                                （単位 百万円）  

関係内容 

属性 会社等の名称 住所 資本金 事業の内容 

議決権等の

所有（被所

有）割合 

役員の 

兼務等 

事業上 

の関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社の

子会社 
ミニストップ㈱ 

東 京 都 

千代田区 
7,491 

コンビニ

エンスス

トア 

（所有） 

直接 1.37% 

（被所有） 

直接 1.46% 

兼任 

１人 

金銭の借

入 

支 払 利 息 60 

 

未払費用 

1 年内返済予定の

長期借入金 

13 

5,000 

（注）1.取引金額等には消費税等は含まれておりません。 

    2.取引条件の決定については、一般取引条件と同様に決定しております。 
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２００１年２月期   個別財務諸表の概要             ２００１年４月９日 

  
上 場 会 社 名        イオンクレジットサービス株式会社          上場取引所 東証（市場第一部） 
コ ー ド 番 号         ８５７０                                      本社所在都道府県 東京都 
問 合 せ 先        責任者役職名 常務取締役経営管理本部長 
        氏    名 浅井 啓志        ＴＥＬ (０３)５２８１－２０５６ 
決算取締役会開催日 2001 年 4 月 ９日                   中間配当制度の有無  ○有・無 

定時株主総会開催日 2001 年 5 月 15 日 

 

１． 2001 年 2 月期の業績(2000 年 2 月 21 日～2001 年 2 月 20 日) 

(1)経営成績              （記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。） 

 営業収益 営業利益 経常利益 

 
2001 年 2 月期 
2000 年 2 月期 

百万円   ％ 

５４，４１０（１５．１） 

４７，２８０（１５．３） 

百万円   ％ 

１５，４７１（２９．９） 

１１，９１０（４１．６） 

百万円   ％ 

１５，７３５（２９．７） 

１２，１３５（４０．０） 

 

 当期純利益 
1株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

1 株当たり当期純利益 

株主資本 

当期純利益率 

総 資 本 

経常利益率 

営業収益 

経常利益率 

 
2001 年 2 月期 
2000 年 2 月期 

百万円   ％ 

８，９９８（４４．２） 

６，２３９（３５．６） 

円 銭 

189 18  

131 17  

円 銭 

― ―  

― ―  

％ 

１６．３ 

１２．８ 

％ 

６．４ 

５．５ 

％    

２８．９ 

２５．７ 
(注)①期中平均株式数 ２００１年２月期 47,565,760 株  ２０００年２月期 47,565,760 株 
   ②会計処理の方法の変更   有 ･ ○無  
    ③営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

④取扱高  2001 年 2 月期 953,259 百万円（対前期増減 15.4％） 
        2000 年 2 月期 826,370 百万円（対前期増減 12.2％） 

(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金  
 中 間 期 末 

配当金総額 

(年 間) 
配当性向 

株主資本 

配 当 率     

 
2001 年 2 月期 
2000 年 2 月期 

 円 銭 

４０ ００ 

３５ ００ 

円 銭 

１５ ００ 

２０ ００ 

 円 銭 

２５ ００ 

１５ ００ 

百万円 

１，９０２ 

１，１８９ 

％ 

２１．１ 

 １９．１ 

％ 

３．２ 

２．３ 
(注)2001 年 2 月期期末配当金の内訳（普通配当１５円 記念配当１０円） 

なお、2000 年 2 月 10 日付で1 株を 2 株に株式分割しておりますので、分割前に換算しますと当中間配当金は30 円、当期末 

配当金は50 円となり年間配当金は 80 円となります。 

(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

 
2001 年 2 月期 
2000 年 2 月期 

百万円 

２６３，７０５ 

２２９，２１３ 

百万円 

５８，８８９ 

５１，３５７ 

％ 

２２．３ 

２２．４ 

円  銭 

１，２３８ ０６ 

１，０７９ ７１ 

(注)期末発行済株式数   2001 年 2 月期 47,565,760 株 2000 年 2 月期 47,565,760 株 

 

２．2002 年 2 月期の業績予想(2001 年 2 月 21 日～2002 年 2 月 20 日) 

１株当たり年間配当金  営業収益 経常利益 当期純利益 
中 間 期 末  

 
中間期 
通 期 

百万円 

２９，２００ 

６１，５００ 

百万円 

８，０００ 

１８，９００ 

百万円 

４，０００ 

１０，２００ 

円 銭 
２０ ００ 
――――― 

円 銭 
――――― 
２０ ００ 

円 銭 
――――― 
４０ ００ 

(注)①営業利益は中間期８，０７０百万円、通期１８，８５０百万円を見込んでおります。 

②通期の取扱高は１，０７０，０００百万円（対前期増減率１２．２％）を見込んでおります。 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)２１４円４４銭
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貸  借  対  照  表 
                                      （単位 百万円） 

 
当   期 

（2001 年 2 月 20 日現在） 
 

 
前   期 

（2000 年 2 月 20 日現在） 
 

 

         期別 

 

科目 
金  額 

 
構成比 

 

 
金  額 

 
構成比 

増減金額 

（資 産 の 部）  ％  ％  

流 動 資 産 ２５０，１９８  94.9 ２１８，３５３  95.3 ３１，８４５ 

 現 金 及 び 預 金 ６，１３５   ５，７１２   ４２２ 

 割 賦 売 掛 金 ６４，７１２   ５９，５９１   ５，１２１ 

 営 業 貸 付 金 １７６，２６３   １５３，１８８   ２３，０７４ 

 自 己 株 式 １   ０   ０ 

 前 渡 金 ２，４１１   ６４８   １，７６３ 

 前 払 費 用 １６３   ６０９   △４４６ 

 繰 延 税 金 資 産 ２，５４３   ８１９   １，７２４ 

 未 収 入 金 １，２０２   ６６８   ５３４ 

 未 収 収 益 ２，２２８   １，９１１   ３１６ 

 そ の 他 ５６   ５   ５１ 

 貸 倒 引 当 金 △５，５１９   △４，８０２   △７１７ 

固 定 資 産 １３，５０６  5.1 １０，８６０  4.7 ２，６４６ 

有 形 固 定 資 産 ３，９１９  1.5 ３，５１０  1.5 ４０９ 

 建 物 ２０７   １３５   ７１ 

 車 両 運 搬 具 １５３   １６５   △１１ 

 器 具 備 品 ３，５５８   ３，２０９   ３４９ 

無 形 固 定 資 産 ２，６４４  1.0 ９１  0.0 ２，５５３ 

ソ フ ト ウ ェ ア  ２，５４７   ―   ２，５４７ 

 電 話 加 入 権 ９７   ９１   ５ 

投資その他の資産 ６，９４１  2.6 ７，２５７  3.2 △３１６ 

 投 資 有 価 証 券 ２，６８６   ２，７２９   △４３ 

 関 係 会 社 株 式 ２，２８７   ２，０８１   ２０６ 

 長 期 前 払 費 用 ８３   １，０１２   △９２８ 

 繰 延 税 金 資 産 ２５８   ６８   １９０ 

 差 入 保 証 金 １，４２７   １，２５３   １７４ 

 そ の 他 １９８   １１３   ８５ 

資  産  合  計 ２６３，７０５  100.0 ２２９，２１３  100.0 ３４，４９１ 
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（単位 百万円）    
 

当   期 

（2001 年 2 月 20 日現在） 
 

 
前   期 

（2000 年 2 月 20 日現在） 
 

         

期別 

 

科目 
金  額 

 
構成比 

 

 
金  額 

 
構成比 

増減金額 

（負 債 の 部）  ％  ％  

流 動 負 債 ８４，０９１  31.9 ９７，９２２  42.7 △１３，８３０  

 買 掛 金 ２８，３９９   ２６，５８１   １，８１７  

 短 期 借 入 金 ２，０５４   １６，３８３   △１４，３２８  

 １年以内返済予定の長期借入金  １７，５００   ２１，０９５   △３，５９５  

 コマーシャルペーパー  ２５，０００   ２４，０００   １，０００  

 未 払 金 ２，１１３   １，９９８   １１５  

 未 払 法 人 税 等 ５，７４２   ３，２２５   ２，５１７  

 未 払 費 用 ８９５   ７３４   １６０  

 割 賦 繰 延 利 益 １，０３５   １，０６４   △２８  

 前 受 収 益 ３１６   ３１６   △０  

 預 り 金 ４７２   １，８９３   △１，４２１  

 賞 与 引 当 金 １１６   １１０   ５  

 そ の 他 ４４５   ５１８   △７３  

固 定 負 債 １２０，７２４  45.8 ７９，９３３  34.9 ４０，７９０  

社    債  １０，０００   ―   １０，０００  

 長 期 借 入 金 １１０，５３０   ７９，７３０   ３０，８００  

 退職給与引当金 ７３   ６６   ７  

 役員退職慰労引当金 １２０   １３７   △１７  

負 債 合 計 ２０４，８１６  77.7 １７７，８５６  77.6 ２６，９５９  

（資 本 の 部）       

 資 本 金 １５，４６６  5.9 １５，４６６  6.7 ―  

 資 本 準 備 金 １７，０４６  6.5 １７，０４６  7.4 ―  

 利 益 準 備 金 ３，２８７  1.2 ２，４１６  1.1 ８７１  

 その他の剰余金  ２３，０８８  8.7  １６，４２７  7.2 ６，６６０  

  任 意 積 立 金  １１，１００    ７，９９５   ３，１０５  

 別 途 積 立 金 １０，９９５   ７，９９５   ３，０００  

特別償却準備金 １０５   ―   １０５  

 当期未処分利益 １１，９８８   ８，４３２   ３，５５５  

（うち 当期純利益） （８，９９８）  （６，２３９）  （２，７５９） 

資 本 合 計 ５８，８８９  22.3 ５１，３５７  22.4 ７，５３２  

負 債 及 び 資 本 合計 ２６３，７０５  100.0 ２２９，２１３  100.0 ３４，４９１  

 

１株当たり株主資本 １,２３８円０６銭 １,０７９円７１銭 １５８円３５銭 増 
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損  益  計  算  書 

（単位 百万円，％）    
当   期 前   期 

自 2000 年 2 月 21 日 自 1999 年 2 月 21 日 
至 2001 年 2 月 20 日 至 2000 年 2 月 20 日 

        期別 

 

科目 
金   額 百分比 金   額 百分比 

増減金額 前期比 

営 業 収 益 ５４，４１０   100.0 ４７，２８０   100.0     ７，１３０  115.1 

 総合あっせん収益 １０，４５３    ９，４６４    ９８８  110.4 

 個品あっせん収益 １０７    １０３    ４  104.2 

 融 資 収 益 ３８，５２４    ３３，０６５    ５，４５９  116.5 

  融 資 代 行 収 益 ３，０８５    ２，５２４    ５６０  122.2 

 償却債権回収益 ３９６    ３３２    ６３  119.2 

 そ の 他 の 収 益 １，８１７    １，７７５    ４２  102.4 

 金 融 収 益 ２４   １４   １０  177.3 

（受 取 利 息） （   ２４）  （   １４）  （    １０） 177.3 

営 業 費 用 ３８，９３９  71.6 ３５，３６９  74.8 ３，５６９  110.1 

 販売費及び一般管理費  ３５，７８７   ３２，７４０   ３，０４７  109.3 

 金 融 費 用 ３，１５１   ２，６２９   ５２２  119.9 

（支 払 利 息） （３，０８５）  （２，６２９）  （   ４５５） 117.3 

（そ の 他） （   ６６）  （    ―）  （    ６６） ― 

 営 業 利 益 １５，４７１  28.4 １１，９１０  25.2 ３，５６０  129.9 

営業外収益 ４２７  0.8 ３９３  0.8 ３４  108.7 

 受 取 配 当 金 ４０４   ３８３   ２０  105.4 

雑      益 ２２   ９   １３  245.6 

営業外費用 １６３  0.3 １６８  0.3 △４  97.2 

 投資有価証券評価損 ９７   ５   ９１  1715.2 

雑      損 ６６   １６２   △９６  40.6 

 経 常 利 益 １５，７３５  28.9 １２，１３５  25.7 ３，５９９  129.7 

特 別 利 益 ―  ― ７５  0.2 △７５  ― 

 投資有価証券売却益 ―   ７５   △７５  ― 

特 別 損 失 ―  ― １９  0.1 △１９  ― 

 固定資産除却損 ―   １９   △１９  ― 

 税引前当期純利益 １５，７３５  28.9 １２，１９１  25.8 ３，５４３  129.1 

 法人税、住民税及び事業税  ８，６５１  15.9 ５，７７０  12.2 ２，８８１  149.9 

 法人税等調整額 △１，９１４  △3.5 １８１  0.4 △２，０９６  ― 

計 ６，７３６  12.4 ５，９５１  12.6 ７８４  113.2 

 当 期 純 利 益 ８，９９８  16.5 ６，２３９  13.2 ２，７５９  144.2 

 前 期 繰 越 利 益 ３，７７４   ２，７１６   １，０５８  139.0 

 中 間 配 当 額 ７１３   ４７５   ２３７  150.0 

 中間配当に伴う利益準備金積立額  ７１   ４７    ２３  150.0 

当期未処分利益 １１，９８８   ８，４３２   ３，５５５  142.2 

 

１株当たり当期純利益 １８９円１８銭 １３１円１７銭 ５８円０１銭 増 
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利  益  処  分  案 

（単位 百万円）    

科   目 

当  期 

自 2000 年 2 月 21 日 

至 2001 年 2 月 20 日 

前  期 

自 1999 年 2 月 21 日 

至 2000 年 2 月 20 日 

増減金額 

当 期 未 処 分 利 益  １１，９８８  ８，４３２  ３，５５５  

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額    １５  ―  １５  

計  １２，００３  ８，４３２  ３，５７０  

これを次のとおり処分いたします。 

 

利 益 準 備 金 

 

配 当 金 

 

 

 

役 員 賞 与 金 

（う ち 、 監 査 役 賞 与 金 ） 

 

任 意 積 立 金 

 特 別 償 却 準 備 金 

 別 途 積 立 金 

 

次 期 繰 越 利 益 
 

 

 

４００  

 

１，１８９  

１株につき 25 円  

普通配当 15 円   

 記念配当 10 円  

４５  

（  １） 

 

 

４３  

５，０００  

 

５，３２５  

 

 

８００  

 

７１３  

１株につき 15 円  

(普通配当 15 円)  

 

３９  

（   １） 

 

 

１０５  

３，０００  

 

３，７７４  

 

 

△４００  

 

４７５  

 

 

 

５  

（   －） 

 

 

△６２  

２，０００  

 

１，５５１  

(注)１．前期・・・1999 年 10 月 8 日に 475 百万円（１株につき 普通配当 20 円）の中間配当を実施いたし 

ました。 

    当期・・・2000 年 10 月 13 日に 713 百万円（１株につき 普通配当 15 円）の中間配当を実施いたし 

ました。 

２．特別償却準備金及び特別償却準備金取崩額は、租税特別措置法の規定に基づく積立及び取崩であり、 

税効果の影響を除いた額で計上しております。 

３．当期の記念配当 10 円は、会社創立 20 周年における記念配当であります。 
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＜重要な会計方針＞ 
 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

（１）取引所の相場のある有価証券・・・・・・・移動平均法による低価法（洗替え方式） 
（２）その他の有価証券・・・・・・・・・・・・移動平均法による原価法 
 
２．固定資産の減価償却の方法 
（１）有形固定資産 

経済的耐用年数に基づく定額法によっております。 

主な資産の経済的耐用年数として当社では、次の年数を採用しております。なお、括弧内は法人税法に定める耐

用年数であります。 ［器具備品］ ＣＤ機  ４年（５年） 
（２）無形固定資産（自社利用のソフトウェア） 

社内における利用可能期間（5 年以内）に基づく定額法によっております。 
   （追加情報） 
    前期まで投資その他の資産の「長期前払費用」に計上しておりました自社利用のソフトウェアについては、「研究

開発費及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第 12 号 平成

11 年 3 月 31 日）における経過措置の適用により、従来の会計処理を継続して採用しております。 

    ただし、同報告により上記に係るソフトウェアの表示については、投資その他の資産の「長期前払費用」から無

形固定資産の「ソフトウェア」に変更し、減価償却の方法については、社内における利用可能期間（５年以内）

に基づく定額法によっております。 
    なお、当期に発生した自社利用のソフトウェアについては、「研究開発費等に係る会計基準」（企業会計審議会 

平成 10 年 3 月 13 日）に基づき、無形固定資産に「ソフトウェア」として計上し、上記方法により償却を行って
おります。 

 
３．繰延資産の処理方法 
   社債発行費・・・・・・・・・・・・・・・全額支出時に費用として処理しております。 
 
４．引当金の計上方法 
（１）貸倒引当金・・・・・・・・・・・・・・・営業債権等の貸倒れによる損失に備え、過去の貸倒実績率等を勘 

案した当社の定める一定の基準により算出した必要額を計上しており
ます。 

（２）賞与引当金・・・・・・・・・・・・・・・従業員に対する賞与に備え、支給見込額のうち当期に対応する負 
担額を計上しております。 

（３）退職給与引当金・・・・・・・・・・・・・勤続10 年未満の従業員に対する退職一時金に備え、当該従業員の自己
都合退職による期末要支給額を計上しております。なお、勤続 10 年以
上の従業員に対する退職一時金及び年金については、イオングループ厚
生年金基金（調整年金基金）から支給しております。 

（４）役員退職慰労引当金・・・・・・・・・・・役員に対する退職慰労金の支給に備え、内規に基づく期末支給見積額
を計上しております。 

５．収益の計上基準 
（１）総合あっせん 

①加盟店手数料・・・・・・・・・・・・・期日到来基準に基づき計上しております。 
②顧客手数料・・・・・・・・・・・・・・残債方式による期日到来基準に基づき計上しております。 

 
（２）個品あっせん 
   ①加盟店手数料・・・・・・・・・・・・・期日到来基準に基づき計上しております。 

②顧客手数料・・・・・・・・・・・・・・均分法による期日到来基準に基づき計上しております。 
 

（３）融 資・・・・・・・・・・・・・・残債方式による発生基準に基づき計上しております｡ 
 
６．リース取引の処理方法 
  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 
７．消費税等の会計処理方法 
  消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
  ただし、資産に係る控除対象外消費税等は、長期前払消費税等として投資その他の資産の「その他」に計上し、法人

税法の規定に定める期間で償却しております。 
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＜注 記 事 項＞ 
 

（貸借対照表関係） 
 

１．割賦売掛金 

 当   期 前   期 

総 合 あ っ せ ん 

個 品 あ っ せ ん 

６３，７２０百万円  

９９１     

５８，６２７百万円  

９６３     

合 計 
６４，７１２     

（２，７２０） 

５９，５９１     

（４，６１６） 

  （注）（  ）書きは割賦売掛金に含まれている債権流動化に伴い当社が保有した信託受益権で 

     あります。 

２．割賦繰延利益 

 当   期 前   期 

総 合 あ っ せ ん 

個 品 あ っ せ ん 

９６９百万円  

６５     

１，０２７百万円  

３７     

合 計 １，０３５     １，０６４     

   

３．有形固定資産の減価償却累計額 

 当   期 前   期 

減 価 償 却 累 計 額 ５，５０６百万円  ４，２６２百万円  

 

４．偶発債務（借入債務保証額） 

 当   期 前   期 

偶 発 債 務 

６８０百万円  

（  ４百万マレーシアリンギット） 

（  １５５百万台湾ドル） 

１，０１５百万円  

（ ３４百万マレーシアリンギット） 

 

  （注）経営指導念書等 

     主要な関係会社の資金調達に関連して、親会社として各社の健全な財政状態の維持責任を 

負うこと等を約した経営指導念書等を金融機関に対して差入れております。 

     なお、上記経営指導念書等のうち、「債務保証及び保証類似行為の会計処理及び表示に関 

する監査上の取扱い」（平成 11 年 2 月 22 日 日本公認会計士協会監査委員会報告第 61 号） 

に基づく保証類似行為に該当するものはありません。 

５．自 己 株 式 

 当   期 前   期 

株 式 数 

貸 借 対 照 表 価 額 

１６２株    

１百万円  

４０株    

０百万円  

 

６．１株当たり当期純利益 

 当   期 前   期 

１株当たり当期純利益 １８９円１８銭 １３１円１７銭    

 

７．株 式 分 割 

  1999 年 12 月 20 日最終の株主に対して、2000 年 2 月 10 日付をもって額面普通株式１株を 2 株に分割いた 

しました。これにより、2000 年 2 月 10 日より発行済株式数は、23,782,880 株増加し、47,565,760 株と 

なっております。 
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（損益計算書関係） 

 
部門別取扱高 

当   期 前   期 

自 2000 年 2 月 21 日 自 1999 年 2 月 21 日 

至 2001 年 2 月 20 日 至 2000 年 2 月 20 日 

     期別 

 

 

科目 金  額 構成比 金  額 構成比 

増減金額 前期比 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

総 合 あ っ せ ん ４９９，０５３ 52.4 ４２９，８２１ 52.0 ６９，２３１ 116.1 

個 品 あ っ せ ん １，９９１ 0.2 ２，０７１ 0.3 △７９ 96.2 

融 資 ２４０，１６９ 25.2 ２０４，６４１ 24.8 ３５，５２７ 117.4 

融 資 代 行 ２１１，９９３ 22.2 １８５，３９６ 22.4 ２６，５９６ 114.3 

そ の 他 ５０ 0.0 ４，４３９ 0.5 △４，３８８ 1.1 

合 計 ９５３，２５９ 100.0 ８２６，３７０ 100.0 １２６，８８９ 115.4 

（注）従来、「その他」に含めておりました集金代行については、当期より取扱高に表示しないことにいた 

しました。なお、前期の当該金額は 4,017 百万円であります。 

  

（税効果会計関係） 

       

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 

 当  期 前  期 

(1)流動の部   

 繰延税金資産   

  未払事業税 ５１５百万円 ２８９百万円 

  貸倒損失 

貸倒引当金 

９５２百万円 

１１１百万円 

  ―百万円 

３２４百万円 

  広告宣伝費  ８９百万円  ７４百万円 

  割賦繰延利益 

  未収収益 

７５２百万円 

７６百万円 

 ５３百万円 

―百万円 

  その他    ４６百万円  ７７百万円 

  繰延税金資産合計 ２，５４３百万円 ８１９百万円 

(2)固定の部   

 繰延税金資産   

  役員退職慰労引当金  ５０百万円  ５７百万円 

  一括償却資産  ２５百万円  ２５百万円 

  退職給与引当金  ２２百万円  １８百万円 

  長期前払費用 

減価償却費 

２３４百万円 

  ―百万円 

   ―百万円 

  ４百万円 

  その他  ４９百万円  ６４百万円 

  繰延税金資産小計 ３８２百万円 １７１百万円 

  評価性引当額 △２７百万円 △２７百万円 

  繰延税金資産合計 ３５４百万円 １４３百万円 

   

 繰延税金負債   

  特別償却準備金  ９６百万円  ７５百万円 

 繰延税金資産純額 ２５８百万円  ６８百万円 
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因 

                       当 期             前 期 

法定実効税率 ４１．８％       ４７．５％ 

（調  整） 

 

  

受取配当金等一時差異でない項目 ０．１％       △０．１％ 

外国税額控除 △０．２％       △０．２％ 

住民税均等割   ０．４％         ０．４％ 

税率変更に伴う影響（47.5％から 41.8％）  ―％        １．０％ 

その他  ０．７％        ０．２％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ４２．８％       ４８．８％ 

 

リ ー ス 取 引 関 係 
（単位 百万円）     

当   期 前   期 

自 2000 年 2 月 21 日 自 1999 年 2 月 21 日 

           期別 

 

項目 至 2001 年 2 月 20 日 至 2000 年 2 月 20 日 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引 

①リース物件の取得価額相当 

額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

 

 

 

 

 

 

 

 

②未経過リース料期末残高相当額 

 

 

 

 

 

 

 

③支払リース料及び減価償却費相当額 

 

 

④減価償却費相当額の算定方法 

 

 

 

 

 

 

 器具備品 

取得価額相当額 ４  

減価償却累計額相当額 ４  

期末残高相当額 ０  

なお、取得価額相当額は、有形固定

資産の期末残高等に占めるその割合

が低いため、支払利子込み法によっ

ております。 

 

 

１年以内      ０ 

１ 年 超      － 

合 計       ０ 

なお、未経過リース料期末残高相当

額は、有形固定資産の期末残高等に

占めるその割合が低いため、支払利

子込み法によっております。 

 

支 払 リ ー ス 料    ０ 

減価償却費相当額   ０ 

   

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

 

 

 

 

 

 器具備品 

取得価額相当額 ４  

減価償却累計額相当額 ３  

期末残高相当額 １  

なお、取得価額相当額は、有形固定

資産の期末残高等に占めるその割合

が低いため、支払利子込み法によっ

ております。 

 

 

１年以内      ０ 

１ 年 超      ０ 

合 計       １ 

なお、未経過リース料期末残高相当

額は、有形固定資産の期末残高等に

占めるその割合が低いため、支払利

子込み法によっております。 

 

支 払 リ ー ス 料    ０  

減価償却費相当額   ０ 

 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 
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有 価 証 券 の 時 価 等 
（単位 百万円）     

当    期    末 

（2001 年 2 月 20 日現在） 

前    期    末 

（2000 年 2 月 20 日現在） 

 

貸借対照表計上額 時  価 評 価 損 益 貸借対照表計上額 時  価 評 価 損 益 

１．流動資産に属するもの       

  株  式 1  1    0  0  0  △  0  

  債  券 ―  ―  ―  ―  ―  ―  

  そ の 他 ―  ―  ―  ―  ―  ―  

  小 計 1  1    0  0  0  △  0  

２．固定資産に属するもの       

株  式 
3,635  

（1,281） 

12,500  

（8,657） 

8,864  

（7,376） 

3,565  

（1,281） 

13,540  

（7,813） 

9,975  

（6,532） 

債  券 ―  ―  ―  ―  ―  ―  

そ の 他 ―  ―  ―  ―  ―  ―  

小 計 
3,635  

（1,281） 

12,500  

（8,657） 

8,864  

（7,376） 

3,565  

（1,281） 

13,540  

（7,813） 

9,975  

（6,532） 

合  計 
3,636  

（1,281） 

12,501  

（8,657） 

8,864  

（7,376） 

3,566  

（1,281） 

13,541  

（7,813） 

9,974  

（6,532） 

（注）１．時価等の算定方法 

     上 場 有 価 証 券･････主に、東京証券取引所の最終価格によっております。 

     店頭売買有価証券 ･････日本証券業協会が公表する売買価格によっております。 

    

２．流動資産の株式は、全て自己株式であります。 

     なお、当期末における流動資産の株式は全て自己株式であります。 

 

３．上記の固定資産に属する株式の（  ）内は、当社連結子会社のAEON CREDIT SERVICE（ASIA）CO.,LTD． 

  に係るものであります。 

 

４．開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額 

 当  期  末 前  期  末 

固 定 資 産 
 非上場株式 
（店頭売買株式を除く） 

1,338 百万円  1,244 百万円  

（内、関係会社） （1,006 百万円） （799 百万円） 
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デリバティブの契約額、時価及び評価損益 
 
１．取引の状況に関する事項 
（１）取引の内容及び利用目的 
   当社は、変動金利支払いの借入金を対象として、将来に市中金利上昇が調達コスト（支払利息）に及ぼす影響

を回避する目的で、金利関連デリバティブ取引に該当する金利スワップ取引及び金利キャップ取引を利用してお
ります。また、外貨建で得られる収入（配当金収入）に係る為替レートの変動によるリスクをヘッジする目的で、
為替予約取引を利用しております。 

   なお、当期末時点における金利スワップ取引及び為替予約取引の契約額はありません。 
（２）取引に対する取組方針 
   当社は、短期的な売買差益を獲得する目的（トレーディング目的）や投機目的のためにデリバティブ取引を行

わない方針であります。 
（３）取引に係るリスクの内容 
   デリバティブ取引に係る主要なリスクは、市場リスク及び信用リスクがあります。このうち市場リスクとして、

当社は金利変動リスク及び為替変動リスクを有しております。但し、当社では、金利関連のデリバティブ取引に
ついては、変動金利借入金の金利上昇ヘッジのために利用しており、金利上昇時の金融コストを軽減する効果を
有しております。また、通貨関連のデリバティブについては、外貨で得られる収入を一定の円貨に固定する効果
を有しております。 

   信用リスクとしては、取引先の契約不履行によるリスクがありますが、当社は信用度の高い大手金融機関を取
引先としており、また、取引先も分散したリスク管理を行っているため、契約不履行によるリスクはほとんどな
いと認識しております。 

（４）取引に係るリスク管理体制 
   デリバティブ取引に係る契約締結業務は、財務経理部が担当しております。財務経理部は、デリバティブ取引

を契約する時は、取引枠・期間・取引のタイミング等の内容につき、経営会議決裁に基づき個々に契約を交わし
ております。 

   取引状況の管理は、財務経理部が毎月開催される取締役会にその契約状況を報告することにより行われており
ます。 

（５）「取引の時価等に関する事項」に関する補足説明 
   「取引の時価等に関する事項」に記載しております金利スワップ取引及び金利キャップ取引に係る想定元本は、

当期末で当社が契約している想定元本であります。この数値は、あくまでも、金利スワップ取引及び金利キャッ
プ取引における名目的な契約額又は取引決済のための計算上の想定元本であり、当該金額による現物資産の受渡
しは行われず、また当該金額自体は、そのまま金利スワップ取引及び金利キャップ取引に係る市場リスク又は信
用リスクを表すものではありません。 

 

２．取引の時価等に関する事項 

 金利関連                                                                      （単位 百万円）     

当  期  末 

（2001 年 2 月 20 日現在） 

前  期  末 

（2000 年 2 月 20 日現在） 

契約額等 契約額等 

  うち１年超 
時  価 評価損益 

 うち１年超 
時 価 評価損益 

以
外
の
取
引 

市
場
取
引 

 

金利スワップ取引 

支払固定・受取変動 

金利キャップ取引 

買      建 

 

 

－ 

 

44,000  

（404） 

 

 

－ 

 

 40,000  

(384) 

 

 

－ 

 

 

 5  

 

 

－ 

 

 

△399  

 

 

 2,000 

 

44,000  

（648） 

 

 

 1,000 

 

44,000  

(648) 

 

 

 △ 2  

 

 

204  

 

 

 △ 2  

 

 

△443  

合   計 
44,000  

  （404） 

40,000  

(384) 
5  △399  

46,000  

  （648） 

45,000  

(648) 
201  △446  

（注）１．（ ）内は、キャップ料の貸借対照表計上額であります。 

２．時価は、契約を締結している金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 

 

 

（役員の異動） 
 該当事項ありません。 


